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第 1 節 生物多様性の保全 
 

◎現状と課題 
 

地球上の「いのち」と私たちの「暮らし」は、生物多様性からもたらされるさまざまな恵みにより

支えられていますが、生物多様性の保全を実現するためには、行政、企業、民間団体、県民などさま

ざまな主体が連携して、各主体間の特色を生かして保全活動を行うことが重要です。 

本県でも、干潟やため池、里地・里山における自然環境が悪化し、多くの野生生物が絶滅の危機に

さらされており、「ＮＰＯ法人みんなでつくる自然史博物館・香川」をはじめとした民間団体等と連携

し、より活発に自然保護活動や普及活動等に取り組むことにより、生物多様性の保全を図っていく必

要があります。 

 

 

◎具体的な取組み 
 

1 各主体の連携による取組みの推進 
 

レッドデータブックの改訂および侵略的外来種リストの作成等について、「ＮＰＯ法人みんなでつ

くる自然史博物館・香川」が取りまとめ作業を行いました。 

 

県内の研究者が収集・保管している標本を活用した「まちかど生き物標本展」を開催するとともに、

実際に生き物を見て、手に触れながら、香川の自然に親しむフィールド講座を開催しました。 

▼ まちかど生き物標本展 
6 月 20 日  ～  7 月 12 日 ： 瀬戸内海歴史民俗資料館 

8 月 3 日  ～  8 月 28 日 ： 飯山総合学習センター 

9 月 16 日  ～ 10 月 11 日 ： 香川県立文書館  

2 月 8 日  ～  2 月 23 日 ： ひとの駅さんぼんまつ 

香川県立文書館では期間中 3,021 名の来場者があり、令和元年度の来場者数を上回りました。 

▼ フィールド講座 

5 月 31 日 ：春の自然観察会（満濃池森林公園） 

※新型コロナウイルス感染症の感染防止のため中止。 

7 月 26 日 ：夏の昆虫とのふれあい体験（公渕森林公園） 

参加者数：28名 

10 月 4 日 ：秋の川の生き物観察会（大滝大川県立自然公園センター） 

参加者数：24名 

11 月 15 日 ：落ち葉の下の生き物観察会（公渕森林公園） 

参加者数：21名 

 

 

 

 

ア）地域連携保全活動支援センターの役割を担う民間団体の育成 

イ）まちかど生き物標本展およびフィールド講座の開催 

第 4章 自然に親しみ、自然とともに生きる地域づくりの推進 
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▲フィールド講座 

▲まちかど生き物標本展 

  
 

  
 

 

香川県レッドデータブックは作成から 15 年以上が経過しており、その間の気象の変化や外来種の侵

入などにより希少野生生物の生息環境が大きく変化していることから、最新の希少野生生物の状況を

明らかにした「香川県レッドデータブック 2021」を作成しました。 

 

指定希少野生生物の指定による捕獲採取の規制や生息・生育区域の保護、モニタリング調査や個体

群の保護増殖を目的とした保護事業の実施など、種の特性に応じた保護を図りました。 

▼ 指定希少野生生物の指定（R2年度末）：16 種 

▼ 保護事業計画の策定（R2年度末）：2 種 

▼ 指定希少野生生物保護区の指定（R2 年度末）：2か所  
 

保護事業計画による保護 

 

 

 

 

 

 

 

▲ニッポンバラタナゴ               ▲カンカケイニラ 

2 希少野生生物の保護 

ア）改訂版香川県レッドデータブックの作成 

イ）指定希少野生生物の保護 
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指定希少野生生物保護区の指定による保護 

 

 

 

 

 

 

 

     ▲オニバス                  ▲アサザ 

 

 

ア）愛鳥週間等による普及啓発活動の推進 

県内の児童・生徒に対し「愛鳥週間ポスター」を募集するとともに、入賞作品を香川県ホームペー

ジに掲載し、愛鳥思想の普及啓発を行いました。 

▼ 応募作品数（R2 年度）：463 点（うち入賞作品 66点） 

 

「香川県野生鳥獣保護センター」を拠点として、傷ついた野生鳥獣の野生復帰を目的に治療、リハ

ビリ等の保護収容事業を行いました。 

▼ 整備場所：県立公渕森林公園内 

▼ 運営委託：（公財）かがわ水と緑の財団 

▼ 受付件数（R2年度）：73件 

 

鳥獣の保護や適正管理のために、「第 12 次鳥獣保護管理事業計画（平成 29 年度～令和 3 年度）」

に基づき、鳥獣保護区等の指定、鳥獣の生息調査や鳥獣保護に関する普及啓発など鳥獣保護管理事業

を推進しました。 

▼ 鳥獣保護区の指定（R2年度末）：26か所、9,327ha 

▼ 特別保護地区の指定（R2年度末）：4か所、537ha 

▼ 休猟区の指定（R2年度末）：2か所、4,170ha 

▼ 特定猟具使用禁止区域（銃）の指定（R2年度末）：59か所、28,098ha 

▼ 指定猟法禁止区域（鉛散弾）の指定（R2年度末）：1か所、42ha 

▼ 鳥獣保護管理員の設置（R2年度末）：39名 

▼ ガン・カモ類生息調査確認数（R2年度）：199 か所、17,486 羽 

 

 

 

◎方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール 

             

3 野生鳥獣の保護管理 

イ）野生鳥獣保護センターの活動の推進 

ウ）野生鳥獣の生息環境の保全と狩猟の適正化 
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第 2 節 有害鳥獣対策と外来種対策の推進 
 

◎現状と課題 
 

イノシシなどの野生鳥獣のみならず、アライグマやヌートリアなどの「侵略的外来種」の分布域

の拡大により、農作物や生活環境への被害が増加しており、これらによる被害対策に取り組む必要

があります。 

 

◎具体的な取組み 
 

1 有害鳥獣対策の拡充 
 

ア）有害鳥獣対策の推進 
 

 

近年、イノシシやニホンジカ、ニホンザルなど野生鳥獣の生息数の増加や生息範囲が拡大し、農作

物被害のみならず住居集合地域等にもイノシシ等が出没し、人身被害が発生しているほか、ニホンジ

カも、小豆島のみならず県内の広い範囲で生息が確認されるようになっています。このことから、イ

ノシシ、ニホンザル、ニホンジカについて、第二種特定鳥獣管理計画に基づき、積極的に個体数調整

を実施するなど、適正な管理を推進しています。 
 

 

環境大臣が定めた指定管理鳥獣であるイノシシについては、市街地周辺や島しょ部において、ニホ

ンザルについては、特に加害性が高い群れを対象に、県が主体となって捕獲事業を実施しました。 

▼ 指定管理鳥獣捕獲等推進事業（2市 3町） 

▼ ニホンザル加害個体群緊急対策事業（2市）  
 
イ）鳥獣被害に強い地域づくりと人材育成 
 

 

イノシシ等に侵入されにくい環境づくりを支援するため、市町が行う市街地周辺での捕獲や侵入防

止柵等の整備に要する経費を助成しました。また、被害軽減のために効果的な捕獲が行えるよう「イ

ノシシ捕獲技術プログラム」に基づくイノシシ捕獲技術講習会等を開催しました。 

▼ イノシシ捕獲技術講習会（R2年度）：3回開催、64 名受講 

▼ イノシシ捕獲および保定技術向上研修会（R2 年度）：3回開催、123 名受講 

 

ウ）捕獲個体の資源化の推進 
 

 

狩猟者の解体技術の向上と捕獲個体の資源化を推進するため、県内の狩猟免許所持者を対象として、

食肉として利用するための関係法令等の解説を行うほか、受講者が野外で実際に皮はぎや枝肉の分割

などを実習し、衛生的な解体方法を体験する講習会を開催しました。 

▼ 自家消費のための捕獲個体解体技術講習会（R2年度）：1回開催、26名受講 

 

 

 

 

 

① 第二種特定鳥獣管理計画の推進 

② 特定鳥獣等個体群管理推進事業の実施 

① 市街地に出没するイノシシ等への対策 

① 自家消費のための捕獲個体解体技術講習会の開催 
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2 特定外来生物の防除 
 

ア）特定外来生物の防除の推進 

外来生物法に基づきアライグマやヌートリアなど特定外来生物の防除を計画的に行う市町に対して

捕獲等に要する経費に助成したほか、防除従事者の確保のための講習会を実施しました。 

▼ 防除従事者養成講習会（R2 年度）：3回、54名受講 

 

イ）新たな特定外来生物の侵入の防止と早期対策 

新たな特定外来生物が県内に侵入することを防止するため、市町の鳥獣行政担当者に対して、セア

カゴケグモ、アルゼンチンアリやオオキンケイギクなどの特定外来生物に関する基礎的な知識の説明

を行いました。 

また、特に、近隣の県で確認されているヒアリについては、今後、侵入が確認されてもおかしくな

い状況にあることから、港湾管理者および荷役業者、市町外来生物行政担当者に対して、ヒアリの確

認状況および同定方法、関係機関での連携体制について説明を行いました。 

▼ 市町鳥獣行政担当者会（R2 年度）：書面により開催 

▼ ヒアリ防除等に関する勉強会（R2年度）：1回、33 名 

 

3 外来種対策の推進と普及啓発 
 

ア）「香川県侵略的外来種リスト 2021」の作成 

国が作成した「侵略的外来種リスト」の中から、過去の文献や現地調査により、県内に生息・生育

する外来種をリストアップし、優先すべき防除対象種を評価する「香川県侵略的外来種リスト 2021」

を作成しました。 

 

イ）優先度を踏まえた外来種対策と普及啓発 

「香川県侵略的外来種リスト 2021」の取りまとめ過程で収集した調査結果に基づき、外来種に対す

る正しい理解を深めてもらえるよう、環境キャラバン隊などの機会を通じて普及啓発に取り組みまし

た。 

 

 

 
 

◎方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール 
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第 3 節 農地等の保全と持続的活用 
 

◎現状と課題 
 

農村地域は、農業生産活動を通じて、美しい自然環境や伝統文化の保全・継承、洪水の防止や水源

のかん養など、多面的機能を有しています。 

しかし、農業従事者の減少や高齢化、さらにはイノシシやサルなどの野生鳥獣による被害などによ

り集落機能が低下し、ため池や農業水利施設の保全管理が困難になってきており、耕作放棄地も増加

しています。 

農業の担い手の確保・育成や農地中間管理事業を活用した担い手への農地集積、集落営農を推進す

るとともに、基盤整備とも連携して利用集積を加速する必要があります。 

また、農業者や地域住民等による水路や農道、ため池などの農業用施設の保全管理活動や農村環境

の質的向上、施設の長寿命化を図る協働活動を支援し、農業・農村の有する多面的機能の維持発揮を

促進する必要があります。 

   

◎具体的な取組み 
 

1 農地等の保全と持続的活用 
 

ア）農業の力強い担い手と守り支える担い手の確保・育成 
 

 

認定農業者の確保・育成と集落営農の組織化・法人化を推進するとともに、Ｉターン青年や農外企

業の参入など多様なルートからの新規就農を促進し、地域の実情に即した担い手づくりを推進しまし

た。 

 

イ）優良農地の確保 
 

 

農地は、国民、県民の食糧生産資源だけでなく、自然環境資源等としても重要な役割を担っており、

市町が策定する農業振興地域整備計画に基づき、農用地等として利用すべき区域を設定し、計画的な

利用を図るとともに、農地法に基づく転用許可制度の適正な運用を図り、優良農地の保全・確保に努

めました。 

 

ウ）ほ場整備と農地の利用集積の推進 
 

 農地の有効かつ効果的な利用のため、ほ場整備事業と農地の

貸し借り（農地の流動化）を一体的に推進し、ほ場整備実施地

区において、経営規模を拡大する担い手に対し、農地の利用集

積を図りました。 

▼ ほ場整備事業（R2年度）：8か所（19.0ha） 

 

 
 

  

  

① 農業の担い手の確保・育成 

① 農振法および農地法に基づく権利移動・転用の規制 

① ほ場整備および農地の流動化の推進 

▲生産性が向上した農地 

（綾川町羽床下地区） 
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エ）環境保全型・資源循環型農業の普及促進 
 

 

環境への負荷を低減した持続性の高い農業生産方式の確立・普及を図るため、持続性の高い農業生

産方式導入計画者（エコファーマー）の認定を行うとともに、有機農業の講義や研修を行いました。 

▼ エコファーマー認定者数（R2年度末）：175 人 
 

家畜排せつ物の適正な管理と、地域環境への負

荷を抑えた家畜堆肥の適切な施用による資源循環

型農業を推進するため、地域畜産経営環境保全推

進指導協議会を組織する県、市町および農業団体

等が一体となって、畜産環境保全や家畜排せつ物

の管理について実態調査や巡回指導を行いまし

た。 

▼ 畜産環境保全に関する苦情・相談・指導 

（R2年度）：16戸（畜産農家） 

 

 

オ）土地改良施設の保全整備 
 

 

農地や農業用施設の保全のため、ほ場やため池、かんがい排水施設、農道などの整備を実施すると

ともに、老朽化した土地改良施設の整備補修を実施しました。 

▼ 土地改良施設の整備補修（R2年度）：  6 か所 

▼ 土地改良施設の機能診断（R2年度）：113 か所 
 

農業用水路のパイプライン化を促進し、水管理の省力化とあ

わせて農業用水の有効利用を図りました。 

▼ ほ場整備事業（パイプライン地区） 

（R2年度）：7か所（13.9ha） 

 

 

       
 

ため池は、農業用水の主水源であり、地下水のかん養や自然

生態系の保全など、多面的な機能を有していることから、在石

を流用した石張りによる水生生物の生息環境の確保や工事中

の動植物の一時移動・移植など、自然環境にも配慮した整備を

計画的に推進しました。 

▼ ため池の整備（R2年度）：16か所 

 
               

 

 

問
題
発
生
経
営
体
数 

原因別内訳 

水
質
汚
濁 

悪
臭 

害
虫
発
生 

水
質
汚
濁
と
悪
臭 

悪
臭
と
害
虫
発
生 

そ
の
他 

16 2 7 3 1 2 1 

① 環境保全型農業の推進 

② 資源循環型農業の推進 

① 農地の保全・確保、土地改良施設の保全整備 

② かんがい施設のパイプライン化 

③ ため池整備の推進 

苦情・相談等の内訳（令和 2年度） 

▲パイプラインによる給水 

資料：香川県畜産課 

▲札谷池（丸亀市） 
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カ）農地の保全と協働活動による多面的機能の維持・発揮 
 

 

農地をはじめ、水路や農道、ため池などの農業用施設の保全管理や、地域環境を保全する景観植物

の植栽など、農業者と自治会などの地域住民が協働で行う活動を支援しました。 

         

 

 

 

 

 

 

 
 

▲景観作物の植栽                    ▲ため池の草刈り 

 

キ）耕作放棄地対策の促進 
 

 

集落ごとの話合い活動を通じた集落営農組織の設立や近隣の集落営農組織への参画を促進すること

などにより、耕作放棄地の未然防止を図るとともに、担い手や農業参入企業などが耕作放棄地を再生

する取組みや、オリーブなどの植栽の実施を支援するなど耕作放棄地の解消に努めました。 

 

ク）鳥獣被害対策 
 

 

野生鳥獣による農作物の被害を軽減するため、鳥獣の生息状況や農作物被害調査を実施するととも

に、侵入防止対策の研修会や侵入防止柵等の実証展示を行い、獣害に強い集落や指導者の育成に努め

ました。また、市町などが行う鳥獣被害防止総合対策事業およびイノシシ等の有害鳥獣捕獲などの取

組みに対し支援しました。 

 

 

 
 

◎方向性を同じくするＳＤＧｓのゴール 

         

       

            

① 多面的機能支払事業 

① 耕作放棄地対策の促進 

① 鳥獣被害防止総合対策事業など 


